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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数 ３社

・連結子会社の名称 グリーンランド開発株式会社

空知リゾートシティ株式会社

有明リゾートシティ株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度と一

致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

・時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品 主として先入先出法による

原価法

・原材料及び貯蔵品 主として最終仕入原価法に

よる原価法

　(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定)

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産(リース資産を除く)

　　定額法によっております。

ロ．無形固定資産(リース資産を除く)

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法に

よっております。

・その他の無形固定資産 定額法によっております。

ハ．リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。
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③　重要な引当金の計上基準

　貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

④　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

イ．退職給付に係る会計処理 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

に基づき退職給付に係る資産

及び退職給付に係る負債を計

上しております。また、当社

及び連結子会社では簡便法を

採用しております。

ロ．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

ハ．連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しており

ます。

ニ．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る

税効果会計の適用 当社及び連結子会社は、「所

得税法等の一部を改正する法

律」（令和２年法律第８号）

において創設されたグループ

通算制度への移行及びグルー

プ通算制度への移行にあわせ

て単体納税制度の見直しが行

われた項目については、「連

結納税制度からグループ通算

制度への移行に係る税効果会

計の適用に関する取扱い」

（実務対応報告第39号　2020

年３月31日）第３項の取扱い

により、「税効果会計に係る

会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第28号　

2018年２月16日）第44項の定

めを適用せず、繰延税金資産

及び繰延税金負債の額につい

て、改正前の税法の規定に基

づいております。

２．表示方法の変更に関する注記

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準

第31号　2020年３月31日）を当連結会計年度の年度末に係る連

結計算書類から適用し、連結計算書類に会計上の見積りに関す

る注記を記載しております。
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３．会計上の見積りに関する注記
　当社グループの連結計算書類は、わが国において一般に公正
妥当と認められている会計基準に基づき作成しております。新
型コロナウイルス感染症の影響は、現在においても継続してお
り、当社グループの事業活動にも大きな影響を及ぼしておりま
す。当社グループは、連結計算書類の作成にあたって様々な会
計上の見積りを行っておりますが、この連結計算書類の作成に
あたり、翌年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクが
ある項目は次のとおりです。なお、以下の記載は現在の状況及
び入手可能な情報に基づき、合理的と考えられる見積り及び判
断を行っておりますが、新型コロナウイルス感染症の今後の広
がり方や収束時期等の見積りには極めて高い不確実性を伴うた
め、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。

(固定資産の減損)

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
当連結会計年度の連結貸借対照表において、有形固定資産

を17,341,842千円、無形固定資産を202,914千円計上してお
ります。また、当連結会計年度の連結損益計算書において、
固定資産の減損損失1,484,772千円が計上されております。

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に

資するその他の情報

  ①当年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　固定資産に減損の兆候が存在する場合には、当該資産グ

ループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額

と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要

否を判定しております。判定の結果、割引前将来キャッシ

ュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必

要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳

簿価額の減少額を減損損失として認識しております。なお

当社グループは、主として管理会計上の収支管理単位でグ

ルーピングをしております。

②当年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要

な仮定

　ホテル事業について、新型コロナウイルス感染症の影響

等によって2020年12月期から継続して営業損益がマイナス

となっていることから、減損の兆候があると判定しまし

た。このため、当連結会計年度において減損損失の認識の

要否の判定を行い、割引前将来キャッシュ・フローの総額

が資産グループの帳簿価額を下回ったことから、減損損失

を認識しております。

　当連結会計年度末における減損損失の認識の判定及び測

定にあたって使用する割引前将来キャッシュ・フローの見

積りは、九州のホテル事業の利益計画を基礎としており、

新型コロナウイルス感染症の収束時期及びその影響を踏ま

えた将来の利用者数及び割引率を主要な仮定として織り込

んでおります。

　新型コロナウイルス感染症の影響に関しては、翌連結会

計年度においても影響は一定期間継続するものの、徐々に

回復していくと仮定して将来の利用者数の見積りを行って

おります。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　将来の事業環境や、新型コロナウイルス感染症の収束時

期及びその影響を踏まえた将来の利用者数等が当社グルー

プの経営者による見積りより悪化した場合には、追加の減
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建物及び構築物 838,343千円

土地 5,011,492千円

計 5,849,836千円

損損失が発生し、当社グループの財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。

(繰延税金資産の回収可能性)

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産（純額） 276,847千円
繰延税金負債と相殺前の金額は349,975千円であり、将

来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資
産の総額1,168,138千円から評価性引当額818,162千円が控
除されております。

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に

資するその他の情報

  ①当年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　繰延税金資産は、税務上の繰越欠損金及び将来減算一時

差異のうち将来の税金負担を軽減することができると認め

られる範囲内で認識しております。課税所得が生じる可能

性の判断においては、利益計画を基礎として、将来獲得し

うる課税所得の時期及び金額を合理的に見積り、金額を算

定しております。

②当年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要

な仮定

　繰延税金資産の回収可能性の判断にあたって、新型コロ

ナウイルス感染症の影響を考慮しております。将来の課税

所得の見積りは、当社及び連結子会社の利益計画を基礎と

しており、新型コロナウイルス感染症の収束時期及びその

影響を踏まえた将来の利用者数を主要な仮定として織り込

んでおります。

　新型コロナウイルス感染症の影響に関しては、翌連結会

計年度においても影響は一定期間継続するものの、徐々に

回復していくと仮定して将来の利用者数の見積りを行って

おります。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　将来の事業環境や、新型コロナウイルス感染症の収束時期

及びその影響を踏まえた将来の利用者数が当社グループの経

営者による見積りより悪化した場合、追加の取り崩しが発生

し、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

上記の物件は、長期借入金1,522,260千円（１年以内に返済
予定の長期借入金604,990千円を含む）、短期借入金2,210,000
千円の担保に供しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 15,033,422千円
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場所 用途 種類 減損損失（千円）

熊本県荒尾市

ホテル事業
用資産

建物及び構築物 1,390,581

機械装置及び運
搬具

33,707

リース資産 18,841

その他（工具、
器具及び備品）

28,124

無形固定資産
(ソフトウエア他)

4,237

小計 1,475,491

遊休資産 土地 1,955

遊休資産 建物及び構築物 7,325

合計 1,484,772

５．連結損益計算書に関する注記

減損損失
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グルー
プについて減損損失を計上いたしました。

当社グループは、事業用資産については内部管理上採用し
ている区分を基礎として資産のグルーピングを行い、遊休資
産については個別物件ごとにグルーピングを行っておりま
す。

当連結会計年度において、営業活動から生じる損益が継続
してマイナスとなる見込みであるホテル事業用資産及び遊休
資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減
損損失（1,484,772千円）として特別損失に計上いたしまし
た。

なお、回収可能価額は正味売却価額及び使用価値により測
定しており、使用価値については将来キャッシュ・フローを
6.5％で割り引いて算定しております。
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普通株式 10,346,683株

・配当金の総額 20,674千円

・１株当たり配当金額 ２円

・基準日 2021年６月30日

・効力発生日 2021年９月１日

・配当金の総額

・配当の原資

20,674千円

利益剰余金

・１株当たり配当金額 ２円

・基準日 2021年12月31日

・効力発生日 2022年３月31日

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

　　2021年８月10日開催取締役会決議による配当に関する事

項

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力

発生日が翌連結会計年度となるもの

　　2022年３月30日開催第43回定時株主総会において次のと

おり付議いたします。

７．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限

定し、また、資金調達については銀行借入による方針です。

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスク

に晒されております。当該リスクに関しては、取引先ごとに

期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状

況を適時把握する体制としております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒さ

れておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であ

り、保有株式の時価は経営管理室にて定期的に把握しており

ます。

　借入金の内、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達で

あり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達です。借入

金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、借入金の

一部を長期固定金利にて調達しております。

　また、借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当

社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成する等の方

法により管理しております。

　長期預り金は主にゴルフ場の預託金であり、償還要請に応

じて償還を進めておりますが、償還要請が集中した場合に

は、財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
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連結貸借対
照表計上額

時　価 差　額

① 現金及び預金 691,486 691,486 －

② 受取手形及び売掛金 274,419 274,419 －

③ 投資有価証券 248,628 248,628 －

資 産 計 1,214,533 1,214,533 －

① 短期借入金 3,430,000 3,430,000 －

② 長期借入金
（１年以内返済予定を含む）

3,599,019 3,603,154 4,135

負 債 計 8,243,552 8,247,688 4,135

　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を

把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含

まれておりません。

（単位：千円）

（注）１． 金融商品の時価の算定方法に関する事項
資　産
①現金及び預金、②受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ
ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

③投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によってお
ります。

負　債

①短期借入金

これらは短期間で決済されるため、帳簿価額は時価にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

②長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の

新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっております。

　　　２． 非上場株式（連結貸借対照表計上額17,900千円）は、

市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積る

ことなどができず、時価を把握することが極めて困難と

認められるため、「③投資有価証券」には含めておりま

せん。また、長期預り金（連結貸借対照表計上額

2,435,222千円）は、主にゴルフ場の預託金であり、返済

期間を見積ることができず、時価を把握することが極め

て困難と認められるため、金融商品の時価等に関する事

項には含めておりません。
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連結貸借対照表計上額 時 価

1,744,659 2,758,849

(1) １株当たり純資産額 875円96銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △142円89銭

８．賃貸等不動産に関する注記

　(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループは、熊本県内において賃貸物件(土地を含む)

を有しております。

　(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却

累計額を控除した金額であります。

　　 ２．連結決算日における時価は、固定資産税評価額等

の指標を用いて合理的に算定したものであります。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

・時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商        品 先入先出法による原価法

・原材料及び貯蔵品 主として最終仕入原価法に

よる原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　定額法によっております。

②　無形固定資産

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法に

よっております。

・その他の無形固定資産 定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しており

ます。
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②　退職給付引当金 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上し

ております。ただし、当事

業年度末においては年金資

産の額が退職給付債務を上

回るため、前払年金費用を

計上しております。また、

当社では簡便法を採用して

おります。

③　関係会社債務保証損失引当金 関係会社への債務保証に係

る損失に備えるため、当該

会社の財政状態等を勘案

し、損失負担見込額を計上

しております。

④　関係会社事業損失引当金 関係会社の事業に伴う損失

に備えるため、当該会社の

財政状態等を勘案し、損失

負担見込額を計上しており

ます。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理 税抜方式によっておりま

す。

②　連結納税制度の適用 連結納税制度を適用してお

ります。

③　連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る

税効果会計の適用 当社は、「所得税法等の一

部を改正する法律」（令和

２年法律第８号）において

創設されたグループ通算制

度への移行及びグループ通

算制度への移行にあわせて

単体納税制度の見直しが行

われた項目については、

「連結納税制度からグルー

プ通算制度への移行に係る

税効果会計の適用に関する

取扱い」（実務対応報告第

39号　2020年３月31日）第
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３項の取扱いにより、「税

効果会計に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準

適用指針第28号　2018年２

月16日）第44項の定めを適

用せず、繰延税金資産及び

繰延税金負債の額につい

て、改正前の税法の規定に

基づいております。

２．表示方法の変更に関する注記

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31

号　2020年３月31日）を当事業年度の年度末に係る計算書類から適

用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載しておりま

す。

３.会計上の見積りに関する注記

　当社の計算書類は、わが国において一般に公正妥当と認められて

いる会計基準に基づき作成しております。新型コロナウイルス感染

症の影響は、現在においても継続しており、当社の事業活動にも大

きな影響を及ぼしております。当社は、計算書類の作成にあたって

様々な会計上の見積りを行っておりますが、この計算書類の作成に

あたり、翌年度の計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目

は次のとおりです。なお、以下の記載は現在の状況及び入手可能な

情報に基づき、合理的と考えられる見積り及び判断を行っておりま

すが、新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期等の

見積りには極めて高い不確実性を伴うため、実際の結果はこれらの

見積りと異なる場合があります。

(繰延税金資産の回収可能性)

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産（純額） 8,195千円

繰延税金負債と相殺前の金額は55,807千円であり、将来減算一時

差異及び税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産の総額948,531千

円から評価性引当額892,723千円が控除されております。

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資する

その他の情報

　連結計算書類「連結注記表　３．会計上の見積りに関する注記」

に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。
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建物 284,566千円

土地 4,350,410千円

計 4,634,976千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 8,735,165千円

①　短期金銭債権 62,062千円

②　短期金銭債務 162,832千円

③　長期金銭債権 125,000千円

④　長期金銭債務 35,704千円

①　売上高 27,580千円

②　営業費用 489,882千円

③　営業取引以外の取引高 14,874千円

４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

　上記の物件は、長期借入金1,073,861千円（１年以内に返

済予定の長期借入金428,660千円を含む）、短期借入金

1,760,000千円の担保に供しております。

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

５．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高
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普通株式 9,260株

（繰延税金資産）

長期未払金 9,750千円

繰越欠損金 40,497千円

未払事業税 11,058千円

関係会社株式 381,439千円

減損損失 13,247千円

関係会社事業損失引当金 416,516千円

貸倒引当金 48,179千円

債務保証損失引当金 13,056千円

借地権除却 11,436千円

その他 3,349千円

繰延税金資産　小計 948,531千円

評価性引当額 △892,723千円

繰延税金資産　合計 55,807千円

（繰延税金負債）

前払年金費用 △33,662千円

固定資産圧縮積立金 △717千円

その他有価証券評価差額金 △13,231千円

繰延税金負債　合計 △47,612千円

繰延税金資産(負債)の純額 8,195千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数

（注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりま

すが、実質的に所有していない株式が100株ありま

す。

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会社等の名称 住 所
資本金又は
出 資 金
（千円）

事 業 の 内 容
又 は 職 業

議決権の所有
(被所有)割合

（％）

その他の
関係会社

西部ガスホー
ルディングス
株 式 会 社

福 岡 市
博 多 区

20,629,792
都 市 ガ ス の
製造、供給、販売

（被所有）
直接 14.64
間接　9.74

関 係 内 容
取 引 内 容

取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）役員の兼任等 事業上の関係

1名 － 遊園地売上 26 長期預り金 2,400

種 類
会社等の
名 称

住 所
資本金又は
出 資 金
（千円）

事 業 の 内 容
又 は 職 業

議決権の所有
(被所有)割合

（％）

子 会 社

有明リゾー
ト シ テ ィ
株 式 会 社

熊 本 県
荒 尾 市

100,000
ホテル、飲食店の経営、
ギフト商品販売業、生損
保 保 険 代 理 店 業

所有
直接　100.00

空知リゾー
ト シ テ ィ
株 式 会 社

北 海 道
岩見沢市

100,000
遊園地・スキー場、
ホテル、飲食店の経営

所有
直接　100.00

関 係 内 容
取 引 内 容

取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）役員の兼任等 事業上の関係

兼務　２名

ホテル、飲食店の
経営、ギフト商品
販売業、生損保保
険 代 理 店 業

貸付の回収
貸付金利息
債 務 保 証
当社の銀行借入金
に対する土地建物
の 担 保 提 供

26,000
930

42,880
61,580

短期貸付金
長期貸付金

20,000
125,000

兼務　２名

遊 園 地 ・
ス キ ー 場 、
ホ テ ル 、
飲食店の経営

貸付の回収
貸付金利息

24,000
137

短期貸付金 10,000

８．関連当事者に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

（注）１. 各取引の価格等は一般的取引条件によっております。
２. 取引金額には消費税等は含まず、科目の期末残高には消

費税等を含んで表示しております。

(2) 子会社

（注）１. 各取引の価格等は一般的取引条件によっております。

２. 取引金額には消費税等は含まず表示しております。
３. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理

的に決定しております。
４. 有明リゾートシティ株式会社の金融機関からの借入金に

対し、債務保証を行っております。
なお、保証料の受取は行っておりません。
有明リゾートシティ株式会社に対する債務保証について
は、関係会社債務保証損失引当金42,880千円を計上して
おります。また、当事業年度において42,880千円の関係
会社債務保証損失引当金繰入額を計上しております。

５. 有明リゾートシティ株式会社に対する貸付については、
145,000千円の貸倒引当金を計上しております。また、
当事業年度において145,000千円の関係会社貸倒引当金
繰入額を計上しております。
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(1) １株当たり純資産額 936円51銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △193円05銭

６. 有明リゾートシティ株式会社については、上記以外に
1,343,161千円の関係会社事業損失引当金を計上してお
ります。また、当事業年度において1,343,161千円の関
係会社事業損失引当金繰入額を計上しております。

７. 空知リゾートシティ株式会社に対する貸付については、
10,000千円の貸倒引当金を計上しております。また、当
事業年度において10,000千円の関係会社貸倒引当金繰入
額を計上しております。

８. 空知リゾートシティ株式会社については、上記以外に
24,708千円の関係会社事業損失引当金を計上しておりま
す。また、当事業年度において24,708千円の関係会社事
業損失引当金繰入額を計上しております。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

11．連結配当規制に関する注記

当社は、連結配当規制の適用会社であります。
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